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約４億5,000万円の改革成果　　約50％の２億2,300万円は人件費の削減効果

　

町
で
は
、
平
成　

年
度
か
ら　

年
度
ま
で

１６

２０

の
５
か
年
を
計
画
期
間
と
す
る
「
行
財
政
改

革
実
施
計
画
」
を
平
成　

年
に
策
定
し
ま
し

１６

た
。
こ
の
計
画
は
、
町
民
皆
さ
ん
か
ら
貴
重

な
ご
意
見
を
い
た
だ
い
た
「
新
行
財
政
改
革

基
本
方
針
」
に
基
づ
い
て
策
定
し
た
も
の
で

す
。

　

平
成　

年
度
は
、
新
職
員
数
適
正
化
計
画

１７

（
平
成　

年
３
月
末
現
在　

人
→
平
成　

年

１６

２２５

２３

４
月
１
日　

人
）
の
策
定
、
新
給
料
表
（
平

１８９

均　

％
引
下
げ
と
昇
給
抑
制
）の
導
入
、
特
別

４．８
職
の
報
酬
引
下
げ
改
定
、
収
入
役
の
廃
止（
収

入
役
事
務
の
助
役
兼
掌
）な
ど
、
行
政
組
織
体

制
の
縮
小
見
直
し
と
人
件
費
の
抑
制
に
取
り

組
み
ま
し
た
。

　

ま
た
、
民
間
活
力
の
活
用
な
ど
の
推
進
と

し
て
、
オ
ー
ト
キ
ャ
ン
プ
場
・
ス
キ
ー
リ
フ

ト
を
含
む
日
の
出
公
園
施
設
と
吹
上
保
養
セ

ン
タ
ー
、
パ
ー
ク
ゴ
ル
フ
場
を
指
定
管
理
者

制
度
（
町
が
指
定
す
る
民
間
会
社
等
が
管
理

す
る
制
度
）へ
移
行
し
、
軽
費
老
人
ホ
ー
ム
の

ケ
ア
ハ
ウ
ス
を
町
内
の
社
会
福
祉
法
人
へ
民

間
移
譲
し
た
ほ
か
、
清
富
小
学
校
と
東
中
へ

き
地
保
育
所
の
廃
校
、
閉
所
も
行
い
ま
し
た
。

　

平
成　

年
度
予
算
に
反
映
し
た
結
果
、
一

１８

般
会
計
と
他
会
計
を
併
せ
て
４
億
４
千　

万
９５６

円
の
効
果
と
な
り
、
こ
の
う
ち
約　

％
の
２

５０

億
２
千　

万
円
あ
ま
り
が
人
件
費
分
の
削
減

３６6

で
す
。
総
額
で
平
成　

年
度
の
実
績
額
１
億

１６

８
千　

万
円
と
併
せ
て
こ
の
２
年
間
で
約
６

３７０

億
３
千　

万
円
の
効
果
に
な
り
ま
し
た
。

３００

　

平
成　

年
度
か
ら　

年
度
の
８
年
間
で

１０

１７

は
、
全
体
で
約　

億
４
千
万
円
、
う
ち
行
政

１３

の
内
部
改
革
で
約　

億
５
千
万
円
、
住
民
の

１０

協
力
や
負
担
を
伴
う
改
革
で
約
２
億
９
千
万

円
、
人
件
費
の
削
減
は
、
全
体
の
約　

％
を

５０

占
め
る
約
６
億
７
千
万
円
に
な
っ
て
い
ま

す
。

　

し
か
し
、
近
年
は
新
た
な
行
政
需
要
の
増

加
や
各
種
新
制
度
に
よ
る
財
政
措
置
を
伴
う

行財政改革に関するご意見やお問合せは、行財政改革に関するご意見やお問合せは、
行政改革推進事務局行政改革推進事務局����69806980

町
で
は
「
行
財
政
改
革
実
施
計
画
」
に
沿
っ
て

行
財
政
の
改
革
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

こ
の
度
、
平
成　

年
度
の
決
算
を
終
え
た
こ
と
か
ら

１７

平
成　

年
度
予
算
へ
反
映
し
た
効
果
な
ど
を

１８

平
成　

年
度
の
実
践
成
果
と
し
て
ま
と
め
ま
し
た
の
で
お
知
ら
せ
し

で
お
知
ら
せ
し
まま
すす
。。

１７

　

健
全
な
財
政
基
盤
確
立
の
た
め
、
徴
収
対

策
の
強
化
を
進
め
、
受
益
者
負
担
の
適
正
化

と
し
て
各
種
手
数
料
の
見
直
し
や
、
歳
出
の

見
直
し
と
し
て
経
常
経
費
の
削
減
、
補
助

金
・
負
担
金
の
整
理
合
理
化
、
事
務
事
業
の

見
直
し
を
進
め
ま
し
た
。

　

具
体
的
な
内
容
は
、
広
報
か
み
ふ
ら
の
４

月　

日
号
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

１０

効果額主な取り組み事項効果総額改革の視点
（分類）

1,225行政委員会・附属機関等の報酬等見直し（報酬他）
8,684行政体制

の確立 7,459職員数適正化計画の見直し

1,412アウトソーシングの推進（ケアハウス民間移譲他）
1,567行政経営

の確立 155指定管理者制度の導入（パークゴルフ場他）

3,971徴収対策の強化

26,857

財政基盤
の確立
（行政内部
　取り組み）

60新たな歳入（広報誌の有料広告）

7,399人件費の抑制

4,294経常経費の削減

8,166他会計等負担の見直し

786補助金・負担金の整理合理化

2,181事務事業の見直し

3,018受益者負担の適正化（一般廃棄物手数料改正等）

7,848

財政基盤
の確立
（住民・団体
　の負担分）

354他会計等負担の見直し

4,208補助金の整理合理化

268事務事業の見直し

44,956合　計

平成17年度の取り組み成果　　　　　　（単位：万円）

6億3,300万円
住民負担等
1億3,700万円

4億5,100万円
行政内部改革
4億9,600万円

1億300万円

2億5,900万円 3億4,800万円

内  人件費
（2億7,800万円）（2億6,700万円）

4,700万円

2億1,200万円

（1億2,700万円）

行政改革の取り組みの経過　

平成10～12年度
【第2次　3年間】

平成13～15年度
【第3次　3年間】

平成16～17年度

事
項
が
発
生
す
る
な
ど
、
行
財
政
改
革
の
取

り
組
み
効
果
以
上
に
、
財
政
措
置
が
必
要
と

な
っ
て
き
て
い
ま
す
。

　

今
後
と
も
引
続
き
行
財
政
改
革
を
推
進
し

て
い
き
ま
す
が
、
今
年
７
月
に
発
表
さ
れ
る

国
の
骨
太
方
針
（
地
方
交
付
税
改
革
も
含
め

た
歳
出
・
歳
入
一
体
改
革
）
の
動
向
な
ど
も

あ
り
、
地
方
財
政
の
見
通
し
が
つ
か
な
い
の

が
地
方
自
治
体
財
政
の
現
状
で
す
。

　

こ
の
よ
う
な
こ
と
か
ら
、
自
立
に
向
け
た

持
続
可
能
な
財
政
構
造
と
し
て
い
く
に
は
、

各
種
の
見
直
し
に
お
い
て
町
民
皆
さ
ん
の
ご

協
力
を
お
願
い
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
状
況

に
あ
る
こ
と
を
ご
理
解
い
た
だ
き
た
い
と
思

い
ま
す
。


